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1　 目標達成のゴールを見据えた進め方

脱炭素社会が達成さ れた 2050 年の奄美市を 現実のも のにする ために、4 つのステッ プで

取り 組むこ と がポイ ント です。

省エネルギー
の取組

再生可能エネ
ルギーの導入

取組の維持
管理

社会システムと
し ての脱炭素化

（ １ ） 省エネルギーの取組の推進によるエネルギー使用量の削減

こ れまでの歴史の中で、化石燃料 11 を 消費するこ と で得ら れたエネルギーにより 維持さ れ

る 社会システムが構築さ れてき ています。 そのため、 脱炭素に向けた取組の第 1 歩はエネ

ルギーの使用量を 減ら す省エネから 始まり ます。 省エネのためには、 まず私たち の暮ら し

や事業活動の中で使用し ているエネルギーの種類と 量を把握するこ と が必要と なり ます。

近年では、 私たち が消費する 燃料や電気などから の温室効果ガスの排出量に加えて 、 原

料調達や製品の使用、 廃棄、 運搬など から の排出量の把握や削減が求めら れる 社会へと 向

かいつつあり ます。

こ のよう なエネルギーの種類や量の把握にあたっ ては、省エネ診断や脱炭素コ ンサルティ

ン グ等を 活用する こ と が効果的であり 、 国や自治体は省エネ診断を 受診するこ と に対し て、

支援を 行っ ています。 また、 エネルギーの使用状況を 見える 化するための W EB サービ ス 12

も 行われています。

今後、 市の相談窓口において、 地域の専門家、 実務家によ る 省エネ相談・ 省エネ診断を

希望する 事業者や家庭が無料または安価で受診でき る よ う に支援し 、 次のステッ プの省エ

ネ機器や設備、 遮熱建築、 電気自動車等の次世代自動車などへの更新につなげていき ます。

こ れら の支援策やサービ スが行われている こ と を すべての主体が把握し 、 積極的に利用し

ていく こ と が望まれます。

省エネ診断等を 通し て、 事業活動や市民生活において見える 化さ れたエネルギーの使用

実態を 基にし て、 省エネ型の機器や設備に更新し ていく こ と によ り 、 今の事業活動や市民

生活などの水準を 落と すこ と なく エネルギーの使用量を 削減する こ と が可能になり 、 二酸

化炭素の排出量を 削減する こ と と なり ます。 併せて、 こ のこ と は経費の削減にも つながり

ます。 こ う いっ た省エネ型の機器や設備への更新、 建物の省エネ化については国や県など

の支援も 利用可能です。 機器等の更新にあわせて、 省エネ診断等を 利用する こ と によ っ て

気づいた運用改善にも 、 積極的に取り 組んでいく こ と が必要です。

建築物の新築時やリ フ ォ ーム時には、 最新の省エネ基準を 満たし た設備の採用や、 奄美

11　 化石燃料： 動植物など の死骸が地中に堆積し 長い年月を かけて化石と なっ た有機物のう ち 人間の経済活動で燃料と し て
用いら れる も の。 主に、 石炭、 石油、 天然ガスなどがあり 、 燃焼する と 温室効果のある 二酸化炭素等を 排出し 地球温暖化の
原因と なっ ている。

12　 エ ネルギーの見える 化サービ ス： 電力やガスなど エ ネルギーの使用量を リ アルタ イ ムで数値と し て表示・ 共有する 仕組
みやサービ ス。 環境省の「 う ち エコ 診断」などいろ いろ なサービ スが提供さ れている。
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の「 伝統知」 に基づいた通気性の良い建築物と 太陽パネルなどによ る遮熱効果＋創エネによ

る 省エネ型の建物や省電力型の設備の導入、 自動車の導入時・ 更新時には EV13 等次世代自

動車の導入と いっ たこ と が基本と なる 社会づく り が必要です。 事業所においても 省エネ型

の設備・ 建物への更新が必要です。 従来の省エネ行動にあわせて、 省エネ機器や設備、 遮

熱建築、EV 等の次世代自動車への更新を進めるこ と が重要です。

さ ら に、 廃棄物を 減ら し 、 なく す取組を 進める こ と で、 結局捨ててし まう も のを 買う こ

と の経済損失やそれを 運搬する ためのエネルギー消費を 抑える こ と ができ ます。 廃棄物と

し て排出し た後も 、その収集運搬、中間処理、焼却・ 埋立などの最終処分に必要なエネルギー

や、 石油由来の廃棄物を 焼却する こ と によ る 温室効果ガスの排出があり 、 その抑制が可能

と なり ます。 それでも ゼロにするこ と ができ ない廃棄物については、 メ タ ン発酵 14 の材料や

燃料と し て利用するこ と などにより エネルギー源と し て利用するこ と が求めら れます。

農林水産業などの１ 次産業では使用機材の電動化やエコ ド ラ イ ブによ る 省エネ、 堆肥や

メ タ ン 発酵由来の液体肥料など 地域循環のなかで生産さ れた肥料の適正利用等によ る 温室

効果ガスの排出抑制等が期待さ れています。

奄美には古く から 夕方、 浜辺などに集まっ て『 ゆら う 』 風習があり ます。 家のエアコ ンを

切っ て木陰でゆら う こ と で省エネと コ ミ ュ ニケーショ ンを 深めるこ と につながり ます。

（ ２ ） 再生可能エネルギーの積極的な導入によるエネルギーの脱炭素化

省エネではエネルギーの使用量を 削減する こ と はでき ますが、 ゼロ にする こ と はでき な

いため、 それだけで脱炭素を 達成するこ と は困難です。 そのため、 削減でき ないエネルギー

については、 温室効果ガスを 排出し ない再生可能エネルギーへの転換が必要です。

再生可能エネルギーの代表的なも のと し て、 太陽光発電があり ます。 太陽光発電設備を

建物の屋上や空地、 農地の上（ ソ ーラ ーシェ アリ ン グ）、 未利用の水面など へ設置し ます。

併せて、 蓄電池を 組み合わせる こ と で夜間でも 太陽光発電の電気を 利用でき るよ う になり 、

電気エネルギーを 自給する こ と ができ ます。 こ の場合、 電気自動車等を 蓄電池と し て利用

でき る V2H15 システムの導入も 効果的です。 こ れら の導入にあたっ ては、 国や県によ る 支

援の活用が可能です。

また、 無償で太陽光発電設備を 導入でき る PPA 事業を 利用する と いう 方法も あり ま す。

事業と し て大規模な太陽光発電設備を 導入する 場合は、 世界自然遺産地域・ 国立公園地域

や生物多様性の保全など環境への配慮はも と よ り 、 土砂災害など防災への配慮も 必要です。

離島と いう 環境から 、 再生可能エネルギーの変動を 平準化する 仕組みの導入と あわせて考

慮する 必要があり ます。 なお、 将来の発電設備の廃棄を 見据えたリ ユース ・ リ サイ ク ルの

仕組みを 構築し ていく こ と も 求めら れます。

太陽光発電以外にも 、 バイ オマスエネルギーの利用、 洋上や陸上の風力発電、 街灯など

でも 利用でき る 小型風力発電、 中小規模水力発電、 地中熱利用、 海洋エネルギーを 用いた

発電システムなどさ まざまな再生可能エネルギーの活用が可能です。 今後の技術開発によ
13　 EV： Electric Vehicle の略。 電気自動車のこ と 。

14　 メ タ ン 発酵： 生ご みや紙ご み、 家畜のふん尿など の有機物を 嫌気性の条件下で微生物が分解する と 、 メ タ ン と 二酸化炭
素から なる バイ オガスと 消化液に分解する反応。 発生し たメ タ ン ガスを 燃料にし て発電する こ と ができ る 。

15　 V2H： Vehicle to Home の略。 電気自動車用の充電設備と し てだけで なく 、 電気自動車のバッ テ リ ーに貯めら れている 電
気を 自宅へ流し 、 自家消費を 可能にし たシステムのこ と 。
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り 安価で容易に導入でき る 仕組の熟成に伴っ て、 誰でも が利用し やすく なる こ と が期待さ

れます。 こ れら の設備が多く の場所で活用さ れていく よ う に、 環境や安全性に配慮し た上

で設置する ための基準づく り 、 地域における 設置の可否について合意形成が進めら れる 仕

組づく り も 必要です。

こ れから の交通手段や輸送手段に不可欠と なる EV や PHEV16 、FCV17 などの次世代自動車

の導入の促進にあたっ ては、 公共施設以外にも 勤務先、 自宅（ 集合住宅を 含む）の駐車場に

EV 充電設備が広く 設置さ れるこ と が必要であり 、 太陽光発電などの再エネを エネルギー源

と し た EV 充電設備の拡充が望まれます。また、地域で得ら れた再エネを地域で活かすため、

地域が主体と なっ て管理し 、 売電収入を 得たり 、 光熱費を 削減し たり する 仕組づく り が必

要です。

（ ３ ） 取組を 維持・ 強化するエネルギー管理の徹底

省エ ネによ っ て エ ネルギーの消費量を 減ら し て も 削減で き な かっ たエ ネルギーの消費

について は、 再生可能エ ネルギーへ転換し て いく こ と で 大き く 脱炭素に向けた取組が進

展し ま す。 その取組を 維持し 、 さ ら に深めて いく ための方法と し て、 事業者について は

ISO14001 やエコ アク ショ ン 21 などの環境マネジメ ント システム（ EMS） 18 の導入があり ま

す。 外部の審査機関によ り 、 省エネや再エネ導入の取組について自立的・ 経常的に行われ

ている か評価を 受けたり 、 アド バイ スを 受けたり する こ と ができ ます。 その取組を 広く 公

開し ていく こ と により 、 社会的な評価を 高めるこ と にも つながり ます。

家庭では、 環境家計簿を 継続的につけながら 省エネなど の取組を 進めていく こ と が望ま

れます。

国や県、 自治体は、 こ う いっ た取組を 推進・ 支援・ 表彰する仕組の構築が必要です。

（ ４ ） 社会システムと し ての脱炭素化

省エネの取組や再エネへの転換によ り 温室効果ガスの排出量を 大幅に削減でき ます。 そ

し て、EMS の取組によ っ てその状態を 維持する こ と が可能と なり ますが、 こ れら の取組だ

けでカ ーボン ニュ ート ラ ルを 達成する こ と は困難です。 自ら が削減でき ない温室効果ガス

の排出については、 環境証書 19 の購入により 環境価値を 導入する取組や、 かごし まエコ フ ァ

ンド 20・ Ｊ －ク レ ジッ ト 制度 21 により 他者の排出削減の取組・ 吸収源拡大の取組を 支援する

16　 PHEV： Plug-in Hybrid Electric Vehicle の略。 プ ラ グイ ン ハイ ブ リ ッ ド 車。 主に電力で 走行する 電気自動車で、 電池が消耗
し た場合にエン ジン で発電機を 動かし て補填する。 燃料はガソ リ ン等が利用さ れる。

17　 FCV： Fuel Cell Vehicle（ 燃料電池自動車） の略。 燃料電池内に酸素と 水素を取り 込んで発電し 、 その電気エネルギーでモー
タ ーを 回し 走行する 。 水素を 燃料と し 、 水素ステーショ ン で補給する 。 運転時に排出さ れる のは水だけと いう 環境に優し い
次世代自動車。

18　 EMS： Environmental Management System の略。 環境方針を 作成、 実施、 達成、 見直し かつ維持する ための、 組織の体制、
計画活動等を 定めて実践する マネジメ ン ト システム。 ISO14001 や EA21 などがある 。

19　 環境証書： 太陽光や風力などを 活用し た「 発電時に二酸化炭素を 排出し ない」 と いう 環境価値を 証書化し たも の。 グリ ー
ン 電力証書の場合、 再生可能エネルギーで発電さ れた電気の環境価値を 証書化する こ と で 、 証書の購入者は通常の電力会社
の電力を使用し ている場合でも 、再生可能エネルギーによっ て発電さ れたグリ ーン 電力を使用し ていると みなすこ と ができ る 。

20　 かご し まエ コ フ ァ ン ド ： 経済活動や日常生活において排出さ れる CO2 等の温室効果ガスのう ち、 自ら 減ら せない排出量
について、他で実現し た温室効果ガスの吸収、排出削減量の購入等によ り 、自ら の排出量の全部または一部を 埋め合わせる（ オ
フ セッ ト する ） を する ために利用でき る 。 市町村有林の適正管理によ り 生じ た森林によ る 二酸化炭素吸収量を購入する こ と が
でき る 鹿児島県独自のカ ーボン ・ オフ セッ ト の仕組。

21　 Ｊ －ク レ ジッ ト 制度： 省エ ネルギー設備の導入や再生可能エ ネルギーの利用によ る CO2 等の排出削減量や、 適正な森林
管理による CO2 の吸収量を「 ク レ ジッ ト 」と し て国が認証し 、 売買でき る よ う にする制度。
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こ と によ り 温室効果ガスを 減少さ せ、 自分の排出量と 相殺する こ と で実質的に温室効果ガ

スの排出量をゼロにするカ ーボン・ オフ セッ ト の取組を進めるこ と も 必要になっ てき ます。

林業においては適正な森林経営を 進めて、 人工林の二酸化炭素吸収量を 増加さ せ、 その

量を 適正に把握し 、 維持する 取組が必要です。 こ れにつながる かごし まエコ フ ァ ン ド 制度

や J-ク レ ジッ ト 制度の普及も 求めら れます。 あわせて、 天然林による 吸収量の評価も 適正

に行える仕組づく り が求めら れます。

個別の自動車を 利用し なければ維持でき ない社会システムから 、 再エネによ り 発電し た

電力を用いた EV 等を活用し たコ ミ ュ ニティ バス 22 やデマンド タ ク シー 23 、グリ ーンスローモ

ビリ ティ 24 等を提供する交通イ ンフ ラ を 整えるこ と により 、本市で大き な排出量を 占める運

輸部門の脱炭素化を 進める こ と が必要です。 また、 こ のこ と は交通渋滞等の地域の交通課

題の解消にも つながり ます。

地元の産物・ 製品を 利用する こ と を 選択する ラ イ フ スタ イ ル、 地域で出たゴミ を 循環さ

せて地域で資源と し て利用する サーキュ ラ ーエコ ノ ミ ー 25 を ベースにし た社会システムな

ど、 脱炭素に向けた取組が雇用確保や地域経済の活性化につながる 仕組の構築を 進める こ

と が必要です。

地域のあり 方を 検討する 際には、 奄美の自然環境保全の観点から 、 緑豊かな森林によ り

二酸化炭素吸収量が確保さ れる と と も に、 生物多様性の保全が図ら れる こ と が必要です。

こ れによっ てグリ ーンイ ンフ ラ 26・ Eco － DRR27 による、 地域資源と し ての生態系サービス

を 享受するこ と による温室効果ガスの削減も 期待さ れます。

こ れら の総合的な取組を モニタ リ ン グし 、 必要な施策を 推進する ための組織を 設置し て、

経済の活性化・ 生物多様性の保全・ サーキュ ラ ーエコ ノ ミ ーの仕組が実現さ れるこ と によっ

て脱炭素社会が達成さ れる社会を 構築し ていく こ と が必要です。

22　 コ ミ ュ ニティ バス： 地域住民の移動手段を確保するために地方自治体等が運行するバス。

23　 デマン ド タ ク シー： バスと タ ク シーの良いと こ ろ を 兼ね合わせた自治体等が運営する 公共交通機関。 事前登録し 、 希望
の日時、 乗車場所を 伝え降車地点で規定料金を 支払う 。 バスが持つ乗合の低価格と タ ク シーが持つド アツ ード アによ る 送迎
の利便性を 兼ね備えている 。

24　 グリ ーン スロ ーモ ビ リ テ ィ ： 時速 20km 未満で公道を 走る こ と ができ る 電動車を 活用し た小さ な 移動サービ スで、 その
車両も 含めた総称。

25　 サーキュ ラ ーエコ ノ ミ ー（ 循環経済）： 大量生産・ 大量消費・ 大量廃棄が一方向に進むリ ニアエコ ノ ミ ー（ 線形経済）に代わっ
て、 近年ヨ ーロ ッ パを 中心に提唱さ れている 新し い経済のし く み。 あら ゆる 段階で資源の効率的・ 循環的な利用を 図り つつ、
付加価値の最大化を 目指す社会経済システム。

26　 グリ ーンイ ン フ ラ ： 自然環境が有する 機能を 社会における様々な課題解決に活用し よ う と する 考え方。

27　 Eco-DRR（ Ecosystem-based Disaster Risk Reduction）： 生態系の保全・ 再生を 通じ て防災・ 減災や生物多様性を 含めた地域
の課題を 複合的に解決し よ う と する 考え方。 洪水緩和に向けた湿地の保全・ 再生や、 土砂災害の防止や水源涵養を 目的と し
た森林整備、 沿岸域の海岸防災林や河川の水害防備林の保全など、 様々な自然災害を 対象と し た幅広い取組が含まれる 。
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2　 奄美市が力を入れる取組

こ の計画において、 取組む施策の中で、 特に優先的かつ重点的に市民・ 事業者・ 行政が

一体と な っ て力を 入れて 取組む施策を「 重点施策」 と 位置付けま す。 重点施策については

2030 年度ま での計画期間において、 初期（ 概ね 2024（ 令和 6 ） 年から の 3 年程度を 想定）

段階を「 STEP1 」、 中期（ 概ね 2026（ 令和 8 ） 年から の 3 年程度を想定）の段階を「 STEP2 」、

後期（ 概ね 2028（ 令和 10 ） 年から の 3 年程度を 想定）の段階を「 STEP3 」 と し 、 段階的に進

め実施段階毎の取組内容を 定めます。

重点施策は、2 つのテーマを 設定し 、 個別施策の中から 関係する施策を 以下にと り まと め

まし た。

（ １ ） 重点施策１ 　 カ ーボンニュ ート ラ ル実現に向けた普及制度の構築

市民・ 事業者アンケート でも 、 カ ーボン ニュ ート ラ ルの必要性は認識さ れている も のの、

ど のよ う に取り 組めば良いかわから ないと いう 声が多く 上げら れていまし た。 市民や事業

者のみなさ んに対し 、 必要な情報を適切に届けていく こ と が重要です。

そのため、 カ ーボン ニュ ート ラ ルにつながる 省エネや再エネの取組などエネルギーの適

正利用についての情報を一元的に提供するための窓口と し て「 エネルギー事務所（ 仮称）」 を

設置し ます。

また、 省エネ家電の普及についての適切なアド バイ スができ る 店舗や、 再エネ設備の適

切な設置ができ る 店舗を 登録する 制度を 創設し 、 市民や事業者が取組を 行おう と する 際に

相談でき る 場を 設定し ます。 奄美市内の事業者が省エネや再エネの設備を 普及さ せる こ と

ができ る よ う にする こ と で、 メ ン テナン スなどのアフ タ ーサービ スや次回の買い換え提案

など、 地域に密着し た省エネ・ 再エネの推進が期待でき ます。 地域の店舗が窓口と なる こ

と で、 雇用拡大と 地域経済の活性化も 進みます。

ア　 エネルギー事務所（ 仮称）の設置

脱炭素に取り 組も う と する市民や事業者が、 まず、 最初に相談でき る窓口と し ての「 エ

ネルギー事務所（ 仮称）」 を 設置し 、 脱炭素や省エネ等に関する アド バイ ス、 販売店や施

工店の紹介、 省エネ診断の実施サポート などを 通し て、 省エネ機器、 断熱建築、 次世代

自動車、 再エネ電力などの普及を 図り ます。 省エネ・ 再エネ設備や遮熱建築は、 ほと ん

どの場合、 イ ニシャ ルコ スト と 光熱費を 入れたラ ン ニン グコ スト の総費用は、 既存の設

備・ 住宅よ り 安く なる と いう こ と も 伝えていき ます。 また、 国や県など が実施する 補助

金活用の提案や申請書等の作成支援も 行います。

（ ア） 実施方法

当面は奄美市世界自然遺産課内に設置し 、 省エネ・ 再エネ設備の選び方や導入支援補助

金等の情報の収集、 省エネルギーセンタ ー・ 県地球温暖化防止活動推進セン タ ー・ 県気候

変動適応センタ ー・ 設計事務所協会等関係団体や機関と のネッ ト ワーク 構築を 進めます。

各種登録制度の登録規定等の整備を 行い、「 省エネソ ムリ エ（ 仮称）」 の養成や「 省エ

ネ設備販売登録店（ 仮称）」「 再エネ設備導入技術認定登録店（ 仮称）」、「 次世代自動車販
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売情報提供店（ 仮称）」 の登録に取組ます。

相談があっ た方に対し て、 収集し た補助金情報の提供や技術相談先の紹介、 適切な施

工業者や販売店の紹介、 補助金申請書作成支援事業者、 省エネ診断実施事業者の紹介な

どを 行います。 また、 収集し た情報は市広報や金融機関や各種機関と 連携し て 、 定期的

に市民向け講座等の形で発信し ていき ます。

将来的には市役所と 独立し た事務所を 設置し 専門相談職員を 配置し て対応するこ と を

目指し ます。

（ イ ） 実施の流れ

STE P1 事務所設置、 情報等の収集、 ネッ ト ワーク 作り 、 登録規定などの整備

STE P2 相談業務開始、 省エネソ ムリ エ（ 仮称）の養成事業、 市民研修会等の開催

STE P3
「 省エネ設備販売登録店（ 仮称）」、「 再エネ設備導入技術認定登録店（ 仮称）」、
「 次世代自動車販売情報提供店（ 仮称）」 登録実施

イ 　「 省エネ設備販売登録店（ 仮称）」、「 再エネ設備導入技術認定登録店（ 仮称）」、「 次世

代自動車販売情報提供店（ 仮称）」 の設置

省エネの進め方や省エネ家電買替によ る 電気代削減金額、 投資回収の試算など、 省エ

ネ家電に関する情報を市民にわかり やすく 伝えるこ と ができ る技術と 知識を持つ『 省エネ

ソ ムリ エ（ 仮称）』 の養成を 行います。 エアコ ン など 長期間使用する 家電については、 長

期的な視点で見れば、 光熱費を 入れた総額は省エネ型の方が安く なる 可能性がある こ と

を 消費者に伝えます。

省エネソ ムリ エを 配置し ている 市内の家電販売店は、 申請によ り「 省エネ設備販売登

録店（ 仮称）」 と し て登録し ます。 登録店は市のホームページや広報等で紹介する と と も

に、 エネルギー事務所（ 仮称）に相談があっ た際に、 優先的に紹介し ます。

また、EV、PHEV、FCV などの次世代自動車等について、 メ リ ッ ト・ デメ リ ッ ト を含めて、

購入希望者の使用方法、 予算、 充電設備の状況などを踏まえて適切な情報提供ができ る体

制を整えている自動車販売店は、 申請により「 次世代自動車販売情報提供店（ 仮称）」 と し

て登録し ます。 エネルギー事務所（ 仮称）に相談があっ た際に、 優先的に紹介し ます。

（ ア） 実施方法

省エネソ ムリ エ（ 仮称） 養成講座を 実施し 、 省エネソ ムリ エ（ 仮称）を 養成し ます。 ま

た、 人材育成や登録制度の規定など必要な準備が整っ た段階で 、 登録店の登録呼びかけ

を 行い、 申請のあっ た店舗・ 事業者を 審査し 、 規定の水準を 満たし たも のを「 省エネ設

備販売登録店（ 仮称）」「 再エネ設備導入技術認定登録店（ 仮称）」 と し て登録し ます。

（ イ ） 実施の流れ

STE P1 設置要綱、 認定基準等事業の実施に必要と なる規定等の整備

STE P2 省エネソ ムリ エ（ 仮称） 養成講座の実施、 制度の広報

STE P3
「 省エネ設備販売登録店（ 仮称）」、「 再エネ設備導入技術認定登録店（ 仮称）」、
「 次世代自動車販売情報提供店（ 仮称）」 登録実施
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ウ　 脱炭素生活モデル地域の設定

省エネ家電、 太陽光発電、 小型風力発電、EV 車などの導入に積極的に取

り 組も う と する 地域と し て申請のあっ た地域（ 小学校校区公民館など 自治

会単位程度の範囲を 想定） を「 省エネ・ 再エネ推進モデル地域」 と し て指定

し 、 集中的に省エネ設備・ 再エネ設備の導入が進むよう に支援し ます。

設備の導入にあわせて、 他地区から の見学など を 受け入れ、 省エネ・ 再

エネ導入の事例や導入方法、 進め方、 補助金申請の方法などの生き た事例

（ モデル地域） と し て、 多く の方々に学ぶ機会を 提供するこ と により 市内全

域に取組の水平展開を図り ます。

市において補助制度を 創設する 場合には、 説明会の開催や補助制度の利用方法などの

情報提供、 審査における 加点など補助制度を 利用し やすく する 地域と し て位置づけます。

さ ら に、 地域内の公民館等の市関連施設には、 モデルハウス的に優先的・ 集中的な、 省

エネ・ 再エネ設備の導入を 行います。

（ ア） 実施方法

市において脱炭素生活モデル地域設置事業の「 事業実施計画」 を 策定し ます。 こ れに

基づき 、 市（ エネルギー事務所（ 仮称））・ 金融機関・ 設計事務所・ 県温暖化防止活動推

進センタ ー・ 家電販売店・ 建築会社などよる「 脱炭素生活モデル事業推進委員会（ 仮称）

（ 以下「 委員会」 と いいます。）」 を 設置し ます。 委員会において、 初期投資がない形で省

エネ・ 再エネ設備が導入でき る「 ゼロ円モデル」 の仕組などについて検討し 、「 ゼロ円モ

デル推進計画」 を 策定し ます。

「 ゼロ 円モデル」 について広報する と と も に、 脱炭素生活モデル地域への申込を 受け

付けます。 応募のあっ た地域について委員会で審査し 、 モデル地域を 決定し ます。

モデル地域において説明会や個別相談会等を 行っ て、「 ゼロ 円モデル」 の普及を 図り

ます。

省エネ・ 再エネ設備の設置が進んだと こ ろ で、 見学会を 設定し て市内全域への「 ゼロ

円モデル」 の水平展開を図り ます。「 ゼロ円モデル」 の住宅については、 発電量や買電量、

住宅の快適性等のデータ を 収集し 、 今後の施策推進のための基本的データ の収集場所と

し ても 位置づけます。

（ イ ） 実施の流れ

STE P1 事業実施計画策定、 設置要綱等の策定、 関係機関による委員会設置

STE P2 「 ゼロ円モデル」 の展開、 制度の広報実施、 説明会の実施、 モデル地区の設置

STE P3 各所から の見学会の実施
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エ　 学びの機会提供

太陽光発電、 蓄電池や省エネ設備、 電気自動車などの導入に向けた学習会や現物に触

れら れる 機会の提供を 行い、 市民や事業者が省エネ設備や再エネ設備がよ り 身近なも の

と し て捉えら れるよ う な機会と し て「 奄美カ ーボンニュ ート ラ ルフ ェ ア」を 定期的に実施

し ます。

（ ア） 実施方法

省エネ・ 再エネ設備、EV 車等の導入を 促進する ため、 エネルギー事務所（ 仮称）、 委

員会、 奄美市が共催し 、 省エネ・ 再エネ設備や電気自動車等のメ ーカ ーや販売店と 連携

し て、 機器や電気自動車等の実物に触る機会や、 機種の選択や導入方法について相談で

き る場を 設けます。

（ イ ） 実施スケジュ ール

STE P1 実施計画の策定

STE P2 連携機関・ 事業者への呼びかけ

STE P3 以後毎年、 定期的にフ ェ アを実施
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（ ２ ） 重点施策２ 　「 伝統知」 の掘り 起こ し 及び活用と 展開

奄美にある 古く から の知恵を 掘り 起こ し 、 こ れから の生活の中で活かせる よ う にする 取

組を 進めます。 奄美に伝わる 伝統的な建築物や食べ物、 衣類、 慣習などを 堀り 起こ し 、 そ

こ から 脱炭素や地球温暖化防止、 暑さ への適応に寄与する 知恵を 抽出し ます。 抽出さ れた

知恵はその有用性を、 社会的な認知が得ら れる よ う に数値化を し て科学的に検証し ま す。

有用性が認めら れた知恵を 脱炭素に貢献する奄美の「 伝統知」 と 位置づけます。

得ら れた伝統知については、 現代科学を基礎と し て気候変動に対応する技術である「 科学

知」 と の組み合わせや融合により 、 従来の科学知だけでは成し 得ない、 より 効果的で、 より

人や社会に優し い「 新たな知」 の創出の可能性についても 研究を加えます。

得ら れた知見については、 学術的にデータ を 公開し て、 奄美大島の歴史の中で培われた

伝統知や新たな知を、「 脱炭素に寄与する 奄美の知・ 奄美の新たな魅力」 と し て学術論文や

イ ンタ ーネッ ト を通じ て世界に向けて発信し ていき ます。

ア　 掘り 起こ し

大学・ 研究機関等と 奄美市の協働で、 現代において奄美大島の人々の記憶の中に残存

し ている知恵を掘り 起こ し ていき ます。

（ ア） 実施方法

包括連携協定を結んでいる鹿児島大学の地域研究の取組と し て 、 年長者等への取材や

文献調査、 大島北高校で行われている聞き 書き 活動等の取組も 組み合わせて 、 奄美大島

の年長者の記憶の中や、 各種の文献・ 歴史書の中にある伝統的な建築物や食べ物、 衣類、

慣習などによっ て、 暑さ を し のいだり 、 暑さ に適応し たり する知恵を 抽出し ます。

（ イ ） 実施スケジュ ール

STE P1 実施計画の策定、 連携機関への呼びかけ、

STE P2 聞き 書き 活動、 取材や文献調査の実施

STE P3 －

イ 　 検証・ 数値化

掘り 起こ し た奄美の知恵を、 大学や研究機関等で科学的に分析し て数値化し ます。 科

学的に有用性を 立証でき たも のについて 、 従来は感覚的に感じ ていた知恵の有用性や、

古く から 言われていた迷信的なも のと いう 認識を 、 科学的に有効性が認めら れた情報と

し て整理し ます。 こ れを「 伝統知」 と し て定義し ます。 こ れによ り 、 一般市民に受け入れ

ら れるも のと なるこ と が期待でき ます。
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（ ア） 実施方法

包括連携協定を 結んでいる鹿児島大学の地域研究の取組と し て 、 掘り 起こ すこ と がで

き た建築物や食べ物、 衣類、 慣習などの中に生き る、 奄美なら ではの暑さ をし のいだり 、

暑さ に適応し たり する知恵を 、 実際にその知恵を 活かし た場合と 活かさ ない場合で起こ

る温度変化や人の心地よさ の変化などのデータ 化し たり 、 伝統的な食べ物を摂る時と 摂

ら ないと き で体温や汗の量の変化などを 比較し てデータ 化するなど 、 誰が見ても 知恵の

優位性や効果が理解でき るよう なデータ を整理し ていき ます。 その中で有用性が認めら

れたも のを「 伝統知」 と し て位置づけます。

例えば、 通気性や通風性の高い奄美の伝統的な茅葺き 屋根の家屋について 、 その機能

を 科学的に検証し 効果が認めら れた場合はこ れを「 伝統知」 と し て整理し ます。 その上

で茅の機能を活かし 、 現代技術の高性能断熱材と し て取り 入れるなど、 現代の「 科学知」

と の融合を 図るこ と により 、 さ ら に居住性がより 快適なも のになるか、 省エネ性はどう

かなど伝統知と 科学知を組み合わせるこ と で現れる相乗効果のよう な事例を「 新たな知」

と し て見いだし ていく 研究を 進めていき ます。

（ イ ） 実施スケジュ ール

STE P1 実施計画の策定、 連携機関への呼びかけ、 連携機関と の協議

STE P2 聞き 書き 活動、 取材や文献調査の実施

STE P3 伝統知の抽出と 検証実験、 科学知と 伝統知の融合についての検証

ウ　 展開

科学的に有用性が認めら れる 伝統知 ､さ ら に科学知の融合によ っ て相乗効果が認めら

れる も のなど が見いださ れた際には、 実生活の中で展開が可能なよ う に、 具体的な実用

例と し て示し ていく と と も に、 市民や社会に対し て広く 知ら し めていく こ と で社会実装

を 目指し ます。

（ ア） 実施方法

暑さ を し のいだり 、 暑さ に適応し たり する 知恵の中で有用性が科学的に実証さ れ「 伝

統知」 や更に科学知と の融合によ り 相乗効果が認めら れる「 新たな知」 については、 実

用的な事例を紹介するパンフ レッ ト の作成や研究報告会を 実施し ます。 研究者から も 科

学雑誌への投稿などを 行っ て社会に広めていき ます。

例） 奄美で昔から 食べら れた、 健康的に体を 冷やす食材や料理を 発掘し 、 科学的に効果を 確認し ま

す。 効果が認めら れたも のについては、 それを 広く 情報提供する と と も に夏場にキャ ン ペーン

等を 実施し て、 普段の生活にも 取り 入れても ら い、 今までよ り も 、 夏場の冷房の使用量を 減ら

し て CO 2 排出量削減につなげます。

例） 奄美の伝統的な建築物について、 一般的な建物と 比較し て遮熱効果が高いと いう こ と の数値化

や、 冷房を使用し なく ても 、 通風による体の体感温度が低く なるこ と を科学的に証明するなど、

現在の建築物に奄美の伝統的な建築物の要素を 取り 入れる方法を 提案し ていき ます。
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（ イ ） 実施スケジュ ール

STE P1 実施計画の策定、 連携機関への呼びかけ、 連携機関と の協議

STE P2 伝統知の抽出と 検証実験、 科学知と 伝統知の融合についての検証

STE P3 得ら れた知見を発信し て社会実装へ

写真 5 -1　 奄美の伝統的な建築物＝薗家（ 国の登録有形文化財に指定）

写真： 奄美市


